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表紙

（証券コード：6870）

第62回
定時株主総会
招集ご通知
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新型コロナウイルス感染症に関するお知らせ
　新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、可能な
限りインターネットまたは書面の郵送により事前の議決
権行使をいただきますようお願い申しあげます。
　当日ご出席される株主様におかれましては、ご自身の
体調をご確認のうえ、感染防止にご配慮いただきますよ
うお願い申しあげます。

開催日時
　2023年３月30日（木曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

開催場所
　東京都千代田区飯田橋三丁目10番８号
ホテル メトロポリタン エドモント
３階「千鳥」の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください｡）

株主総会参考書類
　第１号議案　剰余金の配当の件
第２号議案　取締役３名選任の件
第３号議案　監査役２名選任の件
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招集ご通知

株 主 各 位 証券コード  6870
（発送日）2023年３月13日

（電子提供措置の開始日）2023年３月 8 日
東京都千代田区飯田橋一丁目５番10号
日 本 フ ェ ン オ ー ル 株 式 会 社

代表取締役社長　中野　誉将

　【当社ウェブサイト】https://www.fenwal.co.jp/

　【株主総会資料　掲載ウェブサイト】https://d.sokai.jp/6870/teiji/

第62回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第62回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）
について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりま
すので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげま
す。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、トップページのニュース一覧　または、トップペー
ジ上部のメニューより、「投資家向け情報」「ＩＲライブラリ」「株主総会」の順にお進みい
ただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、以下のウェブサイトにも掲載してお
りますので、以下よりご確認ください。

　なお、当日のご出席に代えて、インターネットまたは書面（郵送）によって議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、後述の「議決権の行
使についてのご案内」に従って、2023年３月29日（水曜日）午後５時30分までに議決権を
行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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招集ご通知

■1 日　　時 2023年３月30日（木曜日）午前10時

■2 場　　所 東京都千代田区飯田橋三丁目10番８号
ホテル メトロポリタン エドモント　３階「千鳥」の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

■3 目的事項 報告事項 1．第62期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第62期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の配当の件
第２号議案　取締役３名選任の件
第３号議案　監査役２名選任の件

■4 議決権の行使に
ついてのご案内

(１) 書面（郵送）による議決権行使の場合
　本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に賛否をご
表示いただき、2023年3月29日（水曜日）午後5時30分までに到着
するようご返送ください。

(２) インターネットによる議決権行使の場合
　インターネットにより議決権を行使される場合には、後述の「イン
ターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、2023年3
月29日（水曜日）午後5時30分までに行使してください。

(３) インターネットおよび書面の両方で議決権行使をされた場合は、
インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされ
た場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いい
たします。

(４) 賛否等の記載がない議決権行使書の取扱い
　議決権行使書において、各議案に対する賛否表示がない場合は、
賛成の意思表示をされたものとしてお取扱いいたします。

記

以　上
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招集ご通知

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご
提出くださいますようお願い申しあげます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイトおよび株主総会資
料掲載ウェブサイトに、修正した旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載させていただきます。

◎ 会社法改正により、電子提供措置事項については、上記インターネット上の当社ウェブサイトおよび株
主総会資料掲載ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認いただくことを原則とし、基準日までに書面交
付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本株主総会においては、書
面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づ
き、お送りする書面には記載しておりません。

①事業報告の「業務の適正を確保するための体制」「業務の適正を確保するための体制の運用状況
の概要」「剰余金の配当等の決定に関する方針」

②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類および計算書類は、会計監査人が会
計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

＜当社の新型コロナウイルス感染防止への対応について＞
◎ 役員および運営スタッフは、マスクを着用して応対をさせていただきます。
◎ 会場受付付近に、アルコール消毒液を設置いたします。
＜株主様へのお願い＞
◎ ご来場の株主様におかれましては、マスク着用やアルコール消毒液のご利用等の感染予防にご協力をお

願い申しあげます。
◎ 発熱等の体調不良とお見受けされる株主様は、ご入場をお断りし、お帰りいただく場合がございますの

で、予めご了承くださいますようお願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあ
げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年３月30日（木曜日）
午前10時（受付開始:午前９時）

2023年３月29日（水曜日）
午後５時30分到着分まで

2023年３月29日（水曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２・３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取扱
いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いい
たします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

「次へすすむ」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　9：00～21：00）
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剰余金の配当の件

第１号議案 剰余金の配当の件

株主総会参考書類

　剰余金の配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様に対する継続的で安定的な利益還元を経営上の重要政策に位置づけ
ており、企業体質の強化と今後の事業展開に備えるための内部留保を考慮し、可能な範囲
で積極的な利益還元を実施していく方針としております。
　第62期の期末配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり70円とさせていただ
きたいと存じます。

①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき金70円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は396,282,460円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2023年３月31日といたしたいと存じます。
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取締役選任の件

第２号議案 取締役３名選任の件

候補者番号 1 中 野　誉 将 （なかの よしのぶ） 再 任
　　

生年月日
1968年６月15日
所有する当社の株式数
11,600株
取締役在任年数
２年
取締役会出席状況
16/16回

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
    1992年    3 月 三信電気㈱入社
    2000年    6 月 当社入社
    2007年    6 月 当社総務部長
    2017年    3 月 当社執行役員

管理統括部長
    2019年    3 月 当社サーマル営業統括部副統括部長
    2019年    10月 当社サーマル営業統括部長
    2021年    2 月 当社PWBA統括部長
    2021年    3 月 当社取締役
    2022年    7 月 当社SSP営業統括部長
    2022年    7 月 当社代表取締役社長（現任）
    2022年    10月 当社営業統括部長（現任）

取締役候補者とした理由
　中野誉将氏は、長らく管理部門にて経営実務に関わる豊富な経験と幅広い知見を有して
いるほか、営業部門においても事業活動における実践的な見識と成熟した判断能力を備え
ており着実に成果を上げてまいりました。また、2022年７月からは代表取締役社長とし
て、前例や慣習に囚われない柔軟な発想で改革に取り組むなど、グループを牽引する中心
的な役割が期待されることから、引き続き取締役として選任をお願いするものでありま
す。

　

　取締役全員３名は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

7
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取締役選任の件

候補者番号 ２ 上 村　真一郎 （うえむら しんいちろう） 再 任 社 外 独 立
　　

生年月日
1971年11月13日
所有する当社の株式数
－株
社外取締役在任年数
８年
取締役会出席状況
16/16回

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
    1995年    4 月 三井物産㈱入社
    1998年    4 月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

桃尾･松尾･難波法律事務所 入所
    2002年    5 月 ニューヨーク大学ロースクールLL.M.修了
    2003年    3 月 アメリカ合衆国ニューヨーク州弁護士登録
    2006年    1 月 桃尾･松尾･難波法律事務所パートナー（現任）
    2015年    3 月 当社社外取締役（現任）

[重要な兼職の状況]
桃尾･松尾･難波法律事務所パートナー

社外取締役候補者とした理由および期待される役割
　上村真一郎氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験
はありませんが、弁護士として培われた専門的な知見を有しており、2015年３月に当社
社外取締役に就任以来、取締役会において適宜質問と意見を述べております。当社の取締
役の業務執行について客観的な立場から監督するとともに、経営全般に関する助言をいた
だけるものと判断し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
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取締役選任の件

候補者番号 ３ 野 口　真有美 （のぐち まゆみ） 再 任 社 外 独 立
　　

生年月日
1968年９月３日
所有する当社の株式数
－株
社外取締役在任年数
５年
取締役会出席状況
16/16回

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
    1991年    4 月 ㈱三菱銀行（現 ㈱三菱UFJ銀行）入行
    1993年    3 月 シティバンク、エヌ・エイ在日法人 入社
    1998年    10月 朝日監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）入社
    2008年    4 月 野口公認会計士事務所 所長（現任）
    2014年    11月 ㈱Phone Appli 監査役
    2015年    4 月 独立行政法人国立公文書館 監事（現任）
    2018年    3 月 当社社外取締役（現任）
    2021年    6 月 ㈱コンコルディア・フィナンシャルグループ 監査役（現任）
    2022年    10月 ㈱脱炭素化支援機構 監査役（現任）

[重要な兼職の状況]
野口公認会計士事務所 所長
独立行政法人国立公文書館 監事
㈱コンコルディア・フィナンシャルグループ 監査役
㈱脱炭素化支援機構 監査役

社外取締役候補者とした理由および期待される役割
　野口真有美氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験
はありませんが、公認会計士として培われた専門的な知見を有しており、2018年３月に
当社社外取締役に就任以来、取締役会において適宜質問と意見を述べております。当社の
取締役の業務執行について客観的な立場から監督するとともに、経営全般に関する助言を
いただけるものと判断し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
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取締役選任の件

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 上村真一郎、野口真有美の両氏は、社外取締役候補者であります。

　なお、当社は上村真一郎、野口真有美の両氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ており、両氏の再任が承認された場合、当社は引き続き両氏を独立役員と
する予定であります。

3. 当社は、上村真一郎、野口真有美の両氏との間において、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失が
ないときに限り、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結して
おり、両氏の再任が承認された場合、両氏との間の当該契約を継続する予定であります。

4. 役員等賠償責任保険契約の概要
　当社は保険会社との間で、取締役、監査役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役
員等賠償責任保険契約を締結しており、2023年５月に更新をする予定です。本議案において各候補者
が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
①　補填の対象となる保険事故の概要

　被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求
を受けることによって生じることのある損害について補填するものです。

②　保険料
　保険料は９割を会社負担とし、残りを被保険者負担としております。

5. 社外取締役候補者が最後に選任された後当社在任中に、当社において法令または定款に違反する事実
その他不当な業務執行が行われた事実ならびにそれに対する発生予防および発生後の対応の行為の概
要
　2022年３月31日付で公表いたしましたとおり、当社が2013年9月から2020年10月までの間に製
造した一部の製品について型式承認時に申請した構成部品と異なる部品を一部用いて製造し、当該事
実が発覚することを防ぐために、型式適合検定受検時に不正の手段を用いて型式適合検定に合格して
いたことが判明いたしました。
　在任していた社外取締役 上村真一郎氏および野口真有美氏は、判明まで当該事実を認識しておりま
せんでしたが、従前より取締役会等において法令遵守の徹底を求め、注意喚起を行っておりました。
また、判明後は内部統制の更なる強化を要請し、再発防止のための提言を行うなど、その職責を果た
しております。
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監査役選任の件

第３号議案 監査役２名選任の件

候補者番号 1 高 橋　芳 広 （たかはし よしひろ） 再 任
　　

生年月日
1958年12月９日
所有する当社の株式数
1,300株
監査役在任年数
２年
取締役会出席状況
16/16回

略歴、地位および重要な兼職の状況
    1981年    4 月 当社入社
    2001年    7 月 当社ISO推進室長
    2008年    3 月 当社J-SOXプロジェクト リーダー
    2011年    2 月 当社ISO推進室長
    2021年    3 月 当社常勤監査役（現任）

監査役候補者とした理由
　高橋芳広氏は、全社の内部統制構築および内部監査業務に携わった実績があるほか、
2021年３月からは常勤監査役として経営の健全性や適正性を担保する監査役としての役
割において十分な成果を上げていることから、引き続き監査役として選任をお願いするも
のであります。

　

　監査役 高橋芳広、棚橋雅昭の両氏は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであります。
　また、本議案につきましては、予め監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

11



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
／
監
査
報
告

計
算
書
類
／
監
査
報
告

2023/03/01 14:43:40 / 22952549_日本フェンオール株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役選任の件

候補者番号 2 佐 久 間　清 光 （さくま きよみつ） 新 任 社 外 独 立
　　

生年月日
1962年３月１日
所有する当社の株式数
－株
監査役在任年数
－年
取締役会出席状況
－/－回

略歴、地位および重要な兼職の状況
    1989年    10月 監査法人朝日新和会計社（現有限責任あずさ監査法人）入社
    2004年    5 月 有限責任あずさ監査法人  社員(現パートナー)就任
    2018年    6 月 公認会計士さくま会計事務所 代表（現任）
    2019年    6 月 学校法人フェリス女学院　監事（現任）
    2020年    12月 監査法人MMPGエーマック  代表社員（現任）
    2022年    6 月 公益財団法人日本適合性認定協会 監事（現任）
    2023年    2 月 株式会社Shovas Gig　監査役（現任）

[重要な兼職の状況]
公認会計士さくま会計事務所 代表
学校法人フェリス女学院 監事
監査法人MMPGエーマック 代表社員
公益財団法人日本適合性認定協会 監事
株式会社Shovas Gig 監査役

社外監査役候補者とした理由
　佐久間清光氏は、公認会計士として長年にわたり大手監査法人において監査業務に携わ
り、財務会計に関する豊富な経験と高い見識を有しております。その経験を活かして独立
した立場での監視・監督を行うことで当社内部統制システムの強化が図れると判断し、新
たに社外監査役として選任をお願いするものであります。

　
(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2. 佐久間清光氏は、社外監査役候補者であります。
　なお、当社は佐久間清光氏の選任が承認された場合、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

3. 当社は、佐久間清光氏との間において、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときに限り、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結する予定であります。

4. 役員等賠償責任保険契約の概要
　当社は保険会社との間で、取締役、監査役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役
員等賠償責任保険契約を締結しており、2023年５月に更新をする予定です。本議案において各候補者
が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
①　補填の対象となる保険事故の概要

　被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求
を受けることによって生じることのある損害について補填するものです。

②　保険料
　保険料は９割を会社負担とし、残りを被保険者負担としております。

以　上
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当事業年度の事業の状況

1 企業集団の現況に関する事項

事業報告（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過およびその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、感染
症対策とともに経済活動の正常化が進み、景気は緩やかな回復基調となりました。
　しかしながら、長期化する半導体等の部品不足や国際情勢に伴う資源価格の高騰、急激な
為替相場の変動等もあり、依然として先行き不透明な状況が続きました。
　このような環境の中、当社は2022年３月31日に「当社の一部製品に関する不正行為につ
いて」公表し、代替製品への交換対応と再発防止への取り組みなど全社を挙げて信頼回復に
努めております。また、新たな経営体制の下、これまで以上の強い決意で社内の組織風土改
革を推進してまいりました。
　業績につきましては、受注高は消防ポンプ部門の消防車の大口受注、サーマル部門の半導
体市況の好調等により、前連結会計年度と比べ増加いたしました。売上高につきましてもサ
ーマル部門の好調に加え、SSP部門の特定顧客向けの警報・消火設備の堅調な推移等によ
り、前連結会計年度と比べ増加いたしました。
　以上の結果、受注高は12,914百万円(前期比0.7%増)、売上高は12,401百万円(前期比
0.2%増)となりました。
　利益面におきましては、不正行為に伴う調査費用の発生等により販売費および一般管理費
が増加したものの、売上総利益率の改善等により営業利益は1,310百万円(前期比3.1%増)、
経常利益は円安による為替差益の増加等もあり1,479百万円(前期比10.5%増)となりまし
た。また、これに伴い親会社株主に帰属する当期純利益は、製品改修関連損失引当金繰入額
の特別損失への計上があったものの、826百万円(前期比113.3%増)となりました。なお、
収益認識会計基準等の適用により売上高および売上原価が213百万円増加しておりますが、
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当事業年度の事業の状況

SSP
 (Safety Security 

Protection)
部門

売上高

5,330百万円
(前期比2.4%増)

　当該部門におきましては、特定顧客向けの警報・消火設
備、半導体市場への装置内センサーの売上が堅調に推移し
たことに加え、不正問題により出荷を停止しておりました
製品の出荷再開等もあり、売上高は計画を上回る形で推移
いたしました。一方、受注高につきましては、不正問題に
伴う営業活動への影響等もあり、減少いたしました。
　以上の結果、受注高は4,991百万円(前期比10.4%減)、
売上高は5,330百万円(前期比2.4%増)となりました。

5,3305,205

第61期
（2021年12月期）

第62期
（2022年12月期）

（単位：百万円）売上高

サーマル部門

売上高

2,236百万円
(前期比19.2%増)

　当該部門におきましては、半導体市場における設備投資
需要にやや落ち着きが見られるものの、主力製品である半
導体製造装置向け熱板およびセンサーの出荷が好調に推移
し、受注高・売上高ともに大幅に増加いたしました。特に
受注高につきましては調達リードタイムの長期化を見越し
た先行受注等の影響もあり、大幅に増加いたしました。
　以上の結果、受注高は2,807百万円(前期比11.5%増)、
売上高は2,236百万円(前期比19.2%増)となりました。

2,236
1,876

第61期
（2021年12月期）

第62期
（2022年12月期）

（単位：百万円）売上高

営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益に与える影響はありません。

　各部門の営業の概況は、次のとおりであります。
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当事業年度の事業の状況

メディカル部門

売上高

1,158百万円
(前期比10.2%減)

　当該部門におきましては、新型コロナウイルス感染症の
長期化に伴う海外各国での予算減少および需要減に加え、
客先における在庫調整等もあり、主力製品である海外市場
向け人工腎臓透析装置および関連製品の出荷が減少いたし
ました。また、堅調に推移していた国内市場向け人工腎臓
透析装置の関連製品につきましても、部品入手難や原材料
価格の高騰等により供給に支障が出るなど厳しい一年とな
りました。
　以上の結果、受注高は1,151百万円(前期比12.1%減)、
売上高は1,158百万円(前期比10.2%減)となりました。

1,158
1,290

第61期
（2021年12月期）

第62期
（2022年12月期）

（単位：百万円）売上高

PWBA
 (Printed Wiring 
Board Assembly)

部門

売上高

1,231百万円
(前期比9.3%増)

　当該部門におきましては、半導体をはじめとする電子部
品不足の影響等により、一部の産業機器の販売台数が減少
したものの、医療機器、事務機器向け製品の販売が回復し
たことで、受注高はほぼ横ばいとなり、売上高は増加いた
しました。
　以上の結果、受注高は1,220百万円(前期比0.3％減)、売
上高は1,231百万円(前期比9.3％増)となりました。

1,231
1,126

第61期
（2021年12月期）

第62期
（2022年12月期）

（単位：百万円）売上高

消防ポンプ部門

売上高

2,444百万円
(前期比14.9%減)

　当該部門におきましては、国内市場の受注高は消防車の
大口受注等により好調に推移したものの、売上高は新型コ
ロナウイルス感染症の影響による国や地方自治体の防災関
連予算の縮小等により、特に消防ポンプの売上高が減少い
たしました。また、海外市場では中国・台湾向け消防ポン
プが引き続き堅調に推移しており、東南アジア市場も回復
の兆しを見せております。
　以上の結果、受注高は2,745百万円(前期比24.4%増)、
売上高は2,444百万円(前期比14.9%減)となりました。

2,444
2,873

第61期
（2021年12月期）

第62期
（2022年12月期）

（単位：百万円）売上高

15



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
／
監
査
報
告

計
算
書
類
／
監
査
報
告

2023/03/01 14:43:40 / 22952549_日本フェンオール株式会社_招集通知_電子提供措置用

当事業年度の事業の状況

部門 受注高（百万円） 売上高（百万円）

SSP部門 4,991 5,330
サーマル部門 2,807 2,236
メディカル部門 1,151 1,158
PWBA部門 1,220 1,231
消防ポンプ部門 2,745 2,444

合　　計 12,914 12,401

各部門別営業概況
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当事業年度の事業の状況

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は396百万円
で、その主なものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備
　当社長野工場　　　新工場建設

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充
　当社長野工場　　　既存工場の一部建替え

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失
　特筆すべき事項はございません。

③ 資金調達の状況
　特筆すべき事項はございません。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はございません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はございません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はございません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はございません。
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直前３事業年度の財産および損益の状況

区分 第59期
（2019年12月期）

第60期
（2020年12月期）

第61期
（2021年12月期）

第62期
（当連結会計年度）
（2022年12月期）

売上高 (千円) 10,385,590 9,125,333 12,372,066 12,401,100
親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 526,533 585,243 387,569 826,571
１株当たり当期純利益 (円) 89.72 103.64 68.67 147.62
総資産 (千円) 15,463,834 15,674,123 18,686,106 18,813,328
純資産 (千円) 11,515,706 11,623,129 11,921,994 12,312,816
１株当たり純資産額 (円) 2,039.26 2,058.28 2,130.10 2,196.73

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

(注)1. 当社は第60期より「役員向け株式交付信託」を導入しております。本信託の信託財産として株式会社
日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式
数の計算において控除する自己株式に含めており、また１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式
総数から控除する自己株式に含めております。

　  2. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期
首から適用しており、当連結会計年度の財産および損益の状況については、当該会計基準等を適用した
後の数値を記載しております。
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重要な親会社および子会社の状況

会社名 資本金 当社の出資比率
（％） 主要な事業内容

株式会社シバウラ防災製作所 99,000千円 100.0 消防・防災機器の開発・製造・販売

FENWAL CONTROLS OF 
JAPAN (H.K.),LIMITED
（日本芬翁（香港）有限公司）

80,000香港ドル 100.0 海外販売体制構築のための市場調査等

FENWAL CONSULTING 
(SHENZHEN)CO.,LIMITED
（深圳芬翁信息咨詢有限公司）

100,000米国ドル 100.0
FENWAL CONTROLS OF 
JAPAN(H.K.),LIMITED（日本芬翁
（香港）有限公司）の事務代行業務

(3) 重要な親会社および子会社の状況

① 重要な親会社の状況
　該当事項はございません。

② 重要な子会社の状況
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題

　当社は、2022年３月31日付にて公表いたしました「当社の一部製品に関する不正行為につ
いて」のほか、同年10月28日付にて公表いたしました「不具合の発生に伴う製品の自主回収
について」に関して、順次自主回収および代替製品への交換を進めております。
　また、本件不正行為の原因や特別調査委員会による再発防止策の提言等を踏まえ、18項目
の再発防止策を策定し、法令遵守・コンプライアンス意識の向上や、内部監査および品質保証
体制の強化、部門間の相互チェック機能の強化、社内規程の改訂や内部通報制度の実効性確保
等、再発防止および信頼回復に向けて取り組んでまいります。
　当社グループといたしましては、中長期的な成長を実現するため「基本の徹底」と「変化へ
の挑戦」を方針として掲げ、メーカーとしての再出発を図るべく“ものづくり”の原点に立ち返
り、過去に囚われない柔軟な発想で新たな価値を創造してまいります。
　営業部門におきましては、これまでの事業別組織を改め営業部門を纏め広く市場を捉えるこ
とで、各事業領域に拘らない潜在的な市場のニーズを引き出すとともに、その課題解決に向け
た積極的な提案活動を推進してまいります。
　開発部門におきましては、想像を超えるスピードで技術が進歩する中、多様化する顧客の課
題解決にお応えするため、要素開発への取り組みを強化することにより技術の応用範囲を拡
げ、新たな製品開発に注力できる体制と環境を整えてまいります。
　生産部門におきましては、原材料費の高騰や納期の長期化に対応するための調達力と価格競
争力を高めていくため、徹底した原価低減活動を行っていくとともに、品質を維持し安定した
生産活動と将来の仕事を取り込むための積極的な設備投資も行ってまいります。
　管理部門におきましては、企業としての社会的使命を果たすための様々な経営課題や事業リ
スクへの対応など、管理部門に求められる役割は大きく、各分野における専門性を高めていく
とともに、長期的な視点に立った人財採用活動と人財育成を強化することで将来の成長を目指
してまいります。

　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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主要な事業内容、主要な営業所および工場

区分 事業内容

SSP部門 火災警報システム、消火システム、爆発抑制システムの開発・製造・販売および同シス
テムの設計・施工・保守およびエンジニアリングサービス

サーマル部門 温度調節器、半導体製造装置用熱板および装置、高温炉用熱電対、その他温度制御機器
等の開発・製造・販売および同システムの設計・サービス

メディカル部門 人工腎臓透析装置および医療機器の開発・設計・製造・サービス

PWBA部門 プリント基板の実装組立、アートワーク設計、ノイズ対策

消防ポンプ部門 消防ポンプ、消防車、保安ポンプ､全自動消火システム等の消防・防災機器の開発・製
造・販売

(5) 主要な事業内容（2022年12月31日現在）

当社

本社 東京都千代田区

分室 東京都千代田区

事務所

大阪（大阪市中央区）、中部（名古屋市天白区）
九州（福岡市中央区）、信越（長野県安曇野市）
東北（仙台市青葉区）、横浜（横浜市中区）
柏崎（新潟県柏崎市）、札幌（札幌市北区）

工場等 長野工場（長野県安曇野市）
八王子事業所（東京都八王子市）

株式会社シバウラ防災製作所
本社 長野県松本市

事務所 東京都渋谷区

FENWAL CONTROLS OF 
JAPAN(H.K.),LIMITED
（日本芬翁（香港）有限公司）

香港

FENWAL CONSULTING 
(SHENZHEN)CO.,LIMITED
（深圳芬翁信息咨詢有限公司）

中華人民共和国(深圳市)

(6) 主要な事務所および工場（2022年12月31日現在）

(注) FENWAL CONTROLS OF JAPAN(H.K.),LIMITED （日本芬翁（香港）有限公司）は、海外販売体制構
築のための市場調査等を行っております。

21



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
／
監
査
報
告

計
算
書
類
／
監
査
報
告

2023/03/01 14:43:40 / 22952549_日本フェンオール株式会社_招集通知_電子提供措置用

使用人の状況

使用人数（名） 前連結会計年度末比増減（名）

SSP部門 120 12
サーマル部門 33 2
メディカル部門 22 2
PWBA部門 21 －
消防ポンプ部門 52 1
本部 25 △5

合　　計 273 12

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
221名 11名 44.04歳 13.71年

(7) 使用人の状況（2022年12月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

(注) 上記使用人数には、嘱託社員（37名）は含まれておりません。

② 当社の使用人の状況

(注) 上記使用人数には、嘱託社員（22名）は含まれておりません。
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主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

借入先 借入額（千円）
株式会社三井住友銀行 825,000
株式会社八十二銀行 782,200
株式会社三菱UFJ銀行 100,000
三井住友信託銀行株式会社 74,940

(8) 主要な借入先の状況（2022年12月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　2022年３月31日付にて公表いたしました当社の一部製品に関する不正行為につきまして
は、「（4）対処すべき課題」に記載しております。
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株式の状況、新株予約権等に関する事項

2 会社の現況

① 発行可能株式総数 20,713,000株

② 発行済株式の総数 5,893,000株

③ 株主数 2,545名

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING 
CORPORATION LIMITED- HONG KONG PRIVATE 
BANKING DIVISION CLIENT A/C 8028-394841

550 9.72

THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING 
CORPORATION LTD- SINGAPORE BRANCH PRIVATE 
BANKING DIVISION CLIENT A/C 8221-563114

470 8.31

株式会社三井住友銀行 282 4.98

株式会社八十二銀行 282 4.98

西華産業株式会社 250 4.42

株式会社吉田ディベロプメント 201 3.55

東レ・メディカル株式会社 200 3.53

三井住友信託銀行株式会社 190 3.36

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE IEDP AIF CLIENTS 
NON TREATY ACCOUNT 184 3.25

QUINTET PRIVATE BANK (EUROPE) S.A.107705 180 3.19

(1) 株式の状況（2022年12月31日現在）

④ 大株主（上位10名）
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株式の状況、新株予約権等に関する事項

株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 8,114株 ２名

社外取締役 －株 －名

監査役 －株 －名

(注) 1. 当社は、自己株式を231,822株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2. 持株比率は、自己株式（231,822株）を除外して計算しております。

なお、自己株式（231,822株）には「役員向け株式交付信託」が所有する当社株式（56,100株）
は含めておりません。

3. 2022年10月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、重田
光時氏およびその共同保有者である株式会社鹿児島東インド会社およびHikari Investment BVI 
Limitedが2022年10月18日現在で1,224,400株（20.78%）を保有している旨が記載されており
ますが、当社として当事業年度末現在における実質保有株式数の確認ができませんので、上記大株
主には含めておりません。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

(注) 1. 当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告28頁「(3) ⑤ 取締役および監査役の報酬等」に記
載しております。

2. 上記は、退任した会社役員に対して交付された株式を記載しております。

(2) 新株予約権等に関する事項

　該当事項はございません。
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会社役員に関する事項

会社における地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 中　野　誉　将 営業統括部長

取 締 役 田　原　康　治 管理統括部長
㈱シバウラ防災製作所 取締役

取 締 役 上　村　真一郎 桃尾・松尾・難波法律事務所パートナー

取 締 役 野　口　真有美

野口公認会計士事務所 所長
独立行政法人国立公文書館 監事
㈱コンコルディア・フィナンシャルグループ 監査役
㈱脱炭素化支援機構 監査役

常 勤 監 査 役 高　橋　芳　広

監 査 役 棚　橋　雅　昭

監 査 役 赤　崎　鉄　郎 ㈱ピーバンドットコム 取締役 常勤監査等委員

(3) 会社役員に関する事項

① 取締役および監査役の状況（2022年12月31日現在）

(注) 1. 取締役 上村真一郎、野口真有美の両氏は、社外取締役であります。
2. 監査役 棚橋雅昭、赤崎鉄郎の両氏は、社外監査役であります。
3. 当社は、取締役 上村真一郎、野口真有美、監査役 棚橋雅昭、赤崎鉄郎の各氏を株式会社東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4. 監査役 棚橋雅昭氏は、株式会社室町クリエイトにおいて、管理本部長を８年間務め、財務および会

計に関する相当程度の知見を有しております。
５. 監査役 赤崎鉄郎氏は、東証プライム上場会社の設計開発、生産部門等の業務経験があり、同社グル

ープ子会社では、取締役および監査役を歴任し、財務および会計に関する相当程度の知見を有して
おります。

６. 当事業年度中の取締役の異動は以下のとおりであります。
2022年７月15日付で、代表取締役社長 田原仁志氏および取締役 古谷野光夫氏が辞任いたしまし
た。また、同日付で取締役 中野誉将氏が新たに代表取締役社長に就任いたしました。
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会社役員に関する事項

氏名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当および重要な兼職の状況

田　原　仁　志 2022年７月15日 辞任 代表取締役社長

古谷野　光　夫 2022年７月15日 辞任 取締役 ＳＳＰ営業統括部長

② 当事業年度中に退任した取締役

(注) 田原康治氏は、2023年１月31日をもって取締役を辞任いたしました。

③ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役および各社外監査役との間で、それぞれ、会社法第427条第１項の
規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低
責任限度額としております。

④ 役員等賠償責任保険契約の概要
　当社は保険会社との間で、取締役および監査役を被保険者として会社法第430条の３第１
項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。被保険者である役員等がその職
務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生
じることのある損害について補填することとしており、保険料は９割を会社負担とし、残り
を被保険者負担としております。
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会社役員に関する事項

⑤ 取締役および監査役の報酬等
イ. 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社は、取締役の報酬等妥当性と決定プロセスの透明性・公正性を確保するため、取締
役会の任意の諮問機関として、独立社外取締役、独立社外監査役で構成する指名・報酬委
員会を設置しており、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針についても、指名・
報酬委員会における審議・答申を経て取締役会で決定しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等については、報酬等の内
容の決定方法および決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認し
ており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

ａ．基本報酬に関する方針
当社の基本報酬は、月額の固定報酬としており、各取締役の役割・責務に応じて決
定されます。

ｂ．業績連動報酬等に関する方針
業績連動報酬は、賞与としており、当事業年度の連結営業利益および各人の貢献度
等を総合的に判断した上で決定しております。連結営業利益を指標として選定した
理由は、当社の中期経営計画における重要な指標の一つであることからでありま
す。当事業年度の連結営業利益は連結損益計算書に記載のとおりです。

ｃ．非金銭報酬等に関する方針
非金銭報酬等は、株式報酬としており、当社で定める株式交付規程に基づき、各取
締役に対し、同規程に定めるポイント付与日に、役位等に応じて算定される数のポ
イントを付与し、各取締役が退任時に所定の受益者手続きを行うことにより、付与
を受けたポイント数に応じて当社株式または時価相当の金銭で支給されます。

ｄ．報酬等の割合に関する方針
基本報酬と業績連動報酬、非金銭報酬の割合は、中長期的な企業価値向上へ貢献す
るために、最も適切な支給割合となることを方針とします。
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会社役員に関する事項

区分 報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額 (千円) 対象となる
役員の員数 (名)基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
(社外取締役を除く) 42,461 30,369 7,217 4,875 4

監査役
(社外監査役を除く) 8,662 8,662 － － 1

社外取締役 9,240 9,240 － － 2

社外監査役 8,085 8,085 － － 2

合　計 68,448 56,356 7,217 4,875 9

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額等

(注) 1. 上表には、当事業年度中に退任した取締役２名を含んでおります。
2. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3. 取締役の金銭報酬の額は、2008年３月27日開催の第47回定時株主総会において年額192百万

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時
点の取締役の員数は６名（うち社外取締役２名）です。また、金銭報酬とは別枠で、2020年3
月27日開催の第59回定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対する非金銭報酬
等である株式報酬制度を導入しております。当該制度において拠出する金銭の上限は10年間で
200百万円と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の
員数は４名です。

4. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、「⑤取締役および監査役の報酬等」における「イ．
c．非金銭報酬等に関する方針」のとおりであります。また、当事業年度における交付の状況は
「２.（1）⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記
載しております。

5. 監査役の金銭報酬の額は、2008年３月27日開催の第47回定時株主総会において年額27.6百万
円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

6. 上記のほか、2020年３月27日開催の第59回定時株主総会終結の時をもって取締役および監査
役の役員退職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役および監査役に
対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を退任時に贈呈す
ることを決議いたしております。これに基づき、当事業年度中に退任した取締役２名に対し、
11,370千円の役員退職慰労金を支給しております。

7. 取締役会は、代表取締役社長 中野誉将に対し各取締役の基本報酬の額および社外取締役を除く
各取締役の担当部門の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理
由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が
適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、事前に取締
役会の任意の諮問機関である指名・報酬委員会がその妥当性等について確認しております。
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会社役員に関する事項

地位 氏名 主な活動状況および
社外取締役に期待する役割に関して行った職務の概要

取締役 上　村　真一郎

　当事業年度に開催された取締役会16回すべてに出席いたしました。
　取締役会において、弁護士としての専門的見地から、助言・提言等を
行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果
たしております。また、指名・報酬委員会の委員長として、客観的・中
立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監
督機能を主導しております。

取締役 野　口　真有美

　当事業年度に開催された取締役会16回すべてに出席いたしました。
　取締役会において、公認会計士としての専門的見地から、助言・提言
等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割
を果たしております。また、指名・報酬委員会の委員を務め、役員候補
者の選定や役員報酬等の決定過程において、必要な助言および提言を行
っております。

監査役 棚　橋　雅　昭

　当事業年度に開催された取締役会16回すべてに出席し、監査役会18
回すべてに出席いたしました。
　取締役会および指名・報酬委員会において、豊富な経験に基づき、助
言および提言を行っております。
　また、監査役会において、監査の方法その他の監査役の職務の執行に
関する事項について、意見の表明を行っております。

監査役 赤　崎　鉄　郎

　当事業年度に開催された取締役会16回すべてに出席し、監査役会18
回すべてに出席いたしました。
　取締役会および指名・報酬委員会において、豊富な経験に基づき、助
言および提言を行っております。
　また、監査役会において、監査の方法その他の監査役の職務の執行に
関する事項について、意見の表明を行っております。

⑥ 社外役員に関する事項
イ. 重要な兼職先である法人等と当社との関係
　取締役 上村真一郎氏は、桃尾・松尾・難波法律事務所のパートナーであります。当社
と同法律事務所との間には委任契約がありますが、当社からの支払報酬は同法律事務所の
規模に比して少額であり、同氏は当社の委任案件には一切関与しておりません。
　取締役 野口真有美氏は、野口公認会計士事務所の所長、独立行政法人国立公文書館の
監事、株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループの監査役および株式会社脱炭素
化支援機構の監査役であります。当社と当該事務所等との間には特別な関係はありませ
ん。
　監査役 赤崎鉄郎氏は、株式会社ピーバンドットコムの取締役 常勤監査等委員を兼務し
ております。当社と当該法人との間には特別な関係はありません。
ロ. 当事業年度における主な活動状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第26条の規定に基づき、取締
役会決議があったものとみなす書面決議が３回ありました。
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会社役員に関する事項

ハ. 法令または定款に違反する事実その他不当または不正な業務の執行の予防のために行
った行為および発生後の対応

　2022年３月31日付で公表いたしましたとおり、当社が2013年9月から2020年10月
までの間に製造した一部の製品について型式承認時に申請した構成部品と異なる部品を一
部用いて製造し、当該事実が発覚することを防ぐために、型式適合検定受検時に不正の手
段を用いて型式適合検定に合格していたことが判明いたしました。
　在任していた社外取締役 上村真一郎氏および野口真有美氏ならびに社外監査役 棚橋雅
昭氏および赤崎鉄郎氏は、判明まで当該事実を認識しておりませんでしたが、従前より取
締役会等において法令遵守の徹底を求め、注意喚起を行っておりました。また、判明後は
内部統制の更なる強化を要請し、再発防止のための提言を行うなど、その職責を果たして
おります。
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会計監査人の状況

支払額（千円）

当事業年度に係る報酬等の額 40,300
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 40,300

(4) 会計監査人の状況

① 会計監査人の名称　　　監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基
づく監査の監査報酬等の合計額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 当社の重要な子会社のうち、海外の子会社につきましては、当社の会計監査人以外の公認会計士ま
たは監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査（会社法ま
たは金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。）
を受けております。

3. 監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意をした理由
監査役会は、取締役、社内関係部署および会計監査人により必要な資料の入手、報告を受けた上
で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積りの算定根拠について確認
し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について
同意しております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定方針
　当社は、会計監査人が会社法第340条第１項に定める解任事由に該当すると認められる場
合は、監査役の全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。
　また、上記による場合のほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められ
る場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い
たします。

④ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はございません。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2022年12月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額
資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
電子記録債権
完成工事未収入金及び契約資産
製品
仕掛品
原材料
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
建設仮勘定
その他
無形固定資産
のれん
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

13,947,889
6,316,751
2,037,864
1,219,146
1,766,471
527,609
425,536
1,543,158
115,249
△3,899

4,865,439
1,254,861
556,090
108,773
416,718
39,525
133,753
1,095,515
926,590
161,828
7,096

2,515,062
2,015,209
338,594
484,005
△322,747　

負債の部
流動負債 4,487,576
支払手形及び買掛金 1,841,883
工事未払金 427,671
短期借入金 550,000
１年内返済予定の長期借入金 295,920
未払法人税等 206,922
契約負債 466,655
製品保証引当金 119,972
その他 578,551

固定負債 2,012,935
長期借入金 936,220
退職給付に係る負債 330,053
役員株式給付引当金 7,124
資産除去債務 23,852
製品改修関連損失引当金 696,800
その他 18,883

負債合計 6,500,512
純資産の部
株主資本 11,380,862
資本金 996,600
資本剰余金 1,460,517
利益剰余金 9,340,161
自己株式 △416,416
その他の包括利益累計額 931,954
その他有価証券評価差額金 531,606
為替換算調整勘定 418,441
退職給付に係る調整累計額 △18,093
純資産合計 12,312,816

資産合計 18,813,328 負債・純資産合計 18,813,328

連結計算書類

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書（2022年１月１日から2022年12月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 12,401,100
売上原価 8,355,550
売上総利益 4,045,549
販売費及び一般管理費 2,735,409
営業利益 1,310,139
営業外収益
受取利息 19,366
受取配当金 39,304
受取保険金 7,361
保険配当金 12,476
為替差益 64,035
その他 40,155 182,700
営業外費用
支払利息 13,383
その他 438 13,822
経常利益 1,479,017
特別利益
投資有価証券売却益 33,670 33,670
特別損失
製品改修関連損失引当金繰入額 425,381 425,381
税金等調整前当期純利益 1,087,306
法人税、住民税及び事業税 407,780
法人税等調整額 △147,045 260,734
当期純利益 826,571
親会社株主に帰属する当期純利益 826,571
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ
東京都中央区
指　定　社　員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮之原　大　輔
指　定　社　員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三　浦　英　樹

独立監査人の監査報告書
2023年２月23日

日本フェンオール株式会社
　取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本フェンオール株式会社の2022年１月１日から2022年12月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本フ
ェンオール株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当
監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業
倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結監査報告書

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付
ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じ
ている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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貸借対照表

貸借対照表（2022年12月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額
資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
完成工事未収入金及び契約資産
製品
仕掛品
原材料
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械装置及び運搬具
工具器具備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
破産更生債権等
敷金保証金
会員権
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

10,478,457
4,565,971
392,837
1,064,942
820,899
1,766,471
136,126
365,816
1,292,497
59,128
17,664
△3,899

6,037,550
1,193,240
512,795
41,766
98,920
83,513
416,718
39,525
162,058
155,862
6,196

4,682,251
2,015,209
2,202,352
315,419
90,921
48,600
310,996
21,500

△322,747　

負債の部
流動負債 3,747,231
支払手形 330,186
買掛金 1,050,337
工事未払金 427,671
短期借入金 550,000
１年内返済予定の長期借入金 135,920
未払金 121,968
未払費用 121,425
未払法人税等 191,842
未払消費税等 150,815
契約負債 466,655
預り金 56,079
製品保証引当金 119,972
その他 24,355

固定負債 1,433,962
長期借入金 576,220
退職給付引当金 126,114
役員株式給付引当金 7,124
資産除去債務 23,852
製品改修関連損失引当金 696,800
その他 3,850

負債合計 5,181,194
純資産の部
株主資本 10,803,207
資本金 996,600
資本剰余金 1,460,517
資本準備金 1,460,517
利益剰余金 8,762,505
利益準備金 103,589
その他利益剰余金 8,658,916
別途積立金 1,677,055
繰越利益剰余金 6,981,861

自己株式 △416,416
評価・換算差額等 531,606
その他有価証券評価差額金 531,606
純資産合計 11,334,813

資産合計 16,516,008 負債・純資産合計 16,516,008

計算書類

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（2022年１月１日から2022年12月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高
製品売上高 5,212,451
完成工事高 4,744,285 9,956,736
売上原価
製品売上原価 3,795,044
完成工事原価 2,786,188 6,581,232
売上総利益 3,375,504
販売費及び一般管理費 2,100,671
営業利益 1,274,832
営業外収益
受取利息及び配当金 528,376
保険配当金 12,476
受取保険金 7,361
経営指導料 15,000
為替差益 61,767
その他 35,528 660,509
営業外費用
支払利息 9,850
その他 438 10,288
経常利益 1,925,052
特別利益
投資有価証券売却益 33,670 33,670
特別損失
製品改修関連損失引当金繰入額 425,381 425,381
税引前当期純利益 1,533,342
法人税、住民税及び事業税 390,856
法人税等調整額 △198,147 192,709
当期純利益 1,340,632
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査報告

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ
東京都中央区
指　定　社　員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮之原　大　輔
指　定　社　員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三　浦　英　樹

独立監査人の監査報告書
2023年２月23日

日本フェンオール株式会社
　取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本フェンオール株式会社の2022年１月１日から2022
年12月31日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算
書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当
監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法
人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

監査報告書

計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要が
ある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することに
ある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定
に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じ
ている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年1月1日から2022年12月31日までの第62期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。なお、昨年度の事業報告に記載されている一部製品に関する不正行為について
は、当社はその再発防止策への取り組みを通じ法令遵守体制の運用改善を継続しており、監査
役会は今後も進捗状況を監視してまいります。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。
当社は上記不正行為の再発防止のため、内部統制システムやコーポレートガバナンスの強化に
努め、監査役会はその執行状況を引き続き監視してまいります。また、財務報告に関わる内部
統制については開示すべき重要な事項はない旨の報告を、取締役等及び会計監査人監査法人
A&Aパートナーズから受けております。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人監査法人A&Aパートナーズの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人監査法人A&Aパートナーズの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

日本フェンオール株式会社　監査役会
常勤監査役 高 橋 芳 広 ㊞
監　査　役 棚 橋 雅 昭 ㊞
監　査　役 赤 崎 鉄 郎 ㊞

2023年２月24日

（注）監査役 棚橋雅昭及び監査役 赤崎鉄郎は、社外監査役であります。

以　上

42



2023/03/01 14:43:40 / 22952549_日本フェンオール株式会社_招集通知_電子提供措置用

地図

会　場
東京都千代田区飯田橋三丁目10番８号
ホテル メトロポリタン エドモント　３階「千鳥」の間
ＴＥＬ　０３－３２３７－１１１１

最寄駅

・ＪＲ総武線「飯田橋駅」東口より徒歩５分
・ＪＲ総武線「水道橋駅」西口より徒歩５分
・地下鉄東西線「飯田橋駅」Ａ５出口より徒歩２分
・地下鉄有楽町線・南北線・都営大江戸線「飯田橋駅」Ａ２出口より徒歩５分
・地下鉄東西線「九段下駅」７出口より徒歩５分
・地下鉄半蔵門線・都営新宿線「九段下駅」３出口より徒歩７分
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